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ポスター・ビデオセッション
介護保険制度改正によるサービス提供事業者
への影響
～居宅介護支援事業所と福祉用具供給事業所へ
のアンケートより～
日本社会事業大学大学院 社会福祉学研究科
博士後期課程 　　　　城　戸　裕　子
はじめに
　2007年の高齢者白書によると65歳以上の高齢者
の人口は、過去最高の2,660万人(前年2,567万人)と
なり、高齢化率が 20.8%(前年 20.1%)と増加傾向を
示している。高齢化を促している背景には様々な
要因が考えられる。具体的には、核家族の増加、親
との同居率低下、介護力の低下、一人暮らし高齢
者の増加、出生数の減少などである。高齢化は少
子化と合わせて、地域労働力の減少問題にもつな
がることになり、わが国の高齢化問題は複雑化し
ている現状がある。
　高齢化に伴う介護需要の増加や家族介護の負担
軽減を目的に介護を社会全体で支える仕組みの一
つとして介護保険制度が整備された。しかし、介
護保険制度は様々な問題が指摘されている。具体
的には利用料や財源などの制度設計上の問題や利
用者が選択可能なサービス提供主体の不足などで
ある。
　介護保険制度は2006年4月に法改正がなされ、大
きな変化として介護予防という新たな視点が導入
され、給付も介護給付と予防給付に分かれた点を
あげることができる。予防給付の対象者範囲並び
にサービス内容の改正により、新予防給付が創設
され、軽度の要介護者は、要支援 1、要支援 2とい
うカテゴリーで介護予防サービスを利用すること
になった。しかし法改正に伴い、様々な問題が浮
上している。そこで法改正に伴い、サービス提供
事業所が抱える現状を明らかにすることはサービ
ス提供についての課題を見出し、これらの改善に
役立つと考えられる。尚、本研究は山梨県立大学
地域研究交流センター2007年度のセンター共同研
究に基づき、その中の一部であるサービス提供事
業所についての調査結果に基づくものである。
1. 研究の目的
 本研究では、本研究では、介護保険法改正につい
て、サービス提供事業所への調査を行うことによ
り、その影響並びに実態を把握することである。
2. 研究の視点および方法
 　本研究ではサービス全体を把握するため特定地域
を選定するのではなく、悉皆調査が望ましいと考ら
れ対象として山梨県全域を選択した(図1)。同県の老
年人口は 1995年以降、年少人口を上回っている。
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　同県を選択した理由として、人口動態変化が少
なく、それらによって調査に差が生じないことに
つながること、地理的に山梨県は首都圏近郊に位
置しているが、高齢化率が全国平均より上回り、
更にそれらの上昇が問題となっており、サービス
増加の実態が顕在化していることを挙げられる。
　調査方法は、郵送によるアンケート調査を実施
した。
3. 倫理的配慮
　研究以外での使用をしない、基本的に統計処理
を行う、自由記述については個人が特定できない
形とすることを明記した調査願いを同封した。
4. 研究結果
　1) 調査概要
　調査対象は 2006年4月に施行された「介護サー
ビス情報の公表制度」1 において情報公表を行っ
た事業所を対象とした。県下にある居宅介護支援
事業所（196事業所）及び福祉用具貸与事業所（34
事業所）である。自記式の調査票を郵送法により
実施した。調査内容は基本的に同一としたが、業
種の差異が影響する項目に関しては若干の修正を
加えた。調査時期は、2008 年 1 月である。尚、回
答内容は 2007 年 12 月末日現在のものとした。
　回収率は、46.9%(108/230)であった。その内訳は、
居宅介護支援事業所が 46.4%(91/196)、福祉用具貸
与事業所が 50.0%(17/34)であった。
　2) 介護保険法改正が業務に与えた影響（利用者の増減について）（図 3・図 4）
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　2006年 4月以降の利用者数の変化について確認
した。調査票は 5 段階評価とした。居宅介護支援
事業所では「増加した」「やや増加した」を合わせ
ると17事業所で、全体の18.6%となった。「減少し
た」「やや減少した」を合わせると 30 事業所とな
り、これは全体の 32.9% となった。
　福祉用具貸与事業所では、「やや減少した」「減
少した」を合わせると15事業所であった。また「増
加した」「やや増加した」との回答は、それぞれ 1
事業所ずつであった。
　3) 介護保険法改正が業務に与えた影響
　介護保険法改正が業務に影響を与えたか否かを
確認した。居宅介護支援事業所では、影響があっ
たとしたのは74事業所で、全体の81.3%であった。
影響がなかったとしたのは 1 1 事業所で全体の
1 県内で基準日(平成 18 年 1月時点)前一年間の介護報酬支払い実績額（利用者負担分を含む）が 100 万円を超える事業所について、
基本情報・調査情報の報告、調査情報の調査、情報の公表が計画的に行われる。訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、通所介護、
特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム、軽費老人ホーム）、福祉用具貸与、居宅介護支援、老人福祉施設、介護老人保健施設
の 9サービスが対象であり、翌年 4月、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、介護療養型医療施設の 3サービスが
対象として追加された。
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12.0%であった。なお、6事業所は無回答であった。
(図 2)
  福祉用具貸与事業所は全事業所が介護保険法改正
の影響があったと回答した。
　4) 介護保険法改正に関する問題点
　居宅介護支援事業所からは自由記述 127 意見が
得られた。
　介護支援専門員(以下、ケアマネジャー)の業務に
関するもの、費用対効果、国や地域行政に関連す
るもの、事業者自身が抱える問題の 4 点に集約が
された。
　福祉用具貸与事業所からは、障害者自立支援法
の統合を視野に入れた自由記述 14 意見が得られ
た。内容として、法改正後の要介護度に対する福
祉用具貸与制限についての不満やそのことにより
利用者ニーズに対応できないジレンマが感じられ
る記述が目立った。
5. 考　察
　2006年 4月以降の利用者の推移と事業への影響
については、介護保険法改正と単価や認定基準な
どの改定が重なったため、事業所にとっての大き
な分岐点になったと考えられる。本調査の結果、
どちらの影響も大きかったことが明確となった。
　利用者数について、居宅介護支援事業所が「や
や減少した」「減少した」を合わせた割合が全体の
32.9%であり、福祉用具貸与事業所も「やや減少し
た」「減少した」を合わせた割合が88.2%となった。
このことから、今回の改正及び改定は、居宅介護
支援事業と福祉用具貸与事業には負の影響を与え
たことが明らかとなった。
　今回の大きな変化として、介護予防という新た
な視点が導入され、給付も介護給付と予防給付に
分かれた点をあげることができる。福祉用具貸与
事業においては、改正前は要介護認定者であれば
特殊寝台貸与は利用可能であったが、今回の改正
により、一定の貸与品に関しては要介護度による
制限が発生した。この改正に至る経緯は、2004年
（平成16年）7月の社会保障審議会介護保険部会の
「介護保険制度の見直しに関する意見」2に述べら
れているように、必要性に合わない福祉用具の提
供などにより、自立を妨げ悪化の傾向に至るケー
スや費用の伸びが著しく、品目によっては価格が
高止まりしているという事実があったためである。
このことから福祉用具貸与事業に対する負の影響
は予測することが可能であった。
　実際、この不満並びに意見は福祉用具貸与事業
所からも多く指摘された。しかし、居宅介護支援
事業所からも同様の指摘が多かった点は、注目す
べき点であると考えられる。このことは具体的な
指摘からも福祉用具の利用に対して要介護度によ
る制限が設けられたことにより、居宅介護支援事
業所の利用に対しても負の影響を与えたことが明
らかになった。
　居宅介護支援事業所に対して自由記述で求めた
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回答を整理すると、ケアマネジャーの業務、費用
対効果、国や地域行政に関連するもの、事業所自
身が抱える問題の 4 点に集約された。
　ケアマネジャーの業務は、介護保険施行後から、
先行研究 3 でも多岐にわたる業務についての負担
が指摘されていた。また法改正に伴い、居宅支援
事業所勤務ケアマネジャーの担当件数が厳しく規
定されたが、それが報酬に見合った業務量となっ
ていないことがうかがえた。
　費用対効果については、仕事と介護報酬のアン
バランスが厳しく指摘された。具体的には、作成
書類の多さと繁雑さにかなりの時間を要すること
やケアマネジャーが担当する件数制限に対する意
見が多かった。また、予防と介護給付について福
祉用具貸与の制限が設けられたことについての指
摘もあげられた。
　国や地域行政に関するものは、要介護認定や予
防給付と介護給付に関する問題が最も多かった。
具体的には、「介護認定度が公平でない」、「現行の
認定調査では介護の手間が多くても認定に反映さ
れにくい」、「予防・介護給付の区別の区別につい
ての理解が住民にはない、その説明も行政上では
少ない」などである。
　事業所自身が抱える問題については、経営状況
に関するものが多かった。具体的には、「居宅介護
支援の報酬単価では、単独居宅介護支援事業所の
運営は困難」、「民間活力を有効に活用することは
よいことだが、どの事業所も経営は苦しい」など
であった。さらに「高齢者への自立支援とは何で
しょうか」といった記述もあった。
　これらの指摘の多くは、小佐々・城戸(2007)が明
らかにした他県における調査結果と整合性があり、
普遍的な問題であるといえる。
おわりに
　介護保険制度は高齢者を中心とした介護サービ
スとして定着してきたが、サービス提供事業所の
運営に関わる問題は山積しており、それに関わる
サービス提供者の労働環境も改善されているとは
いいがたい状況である。また、地域行政とサービ
ス提供事業所間の連携も充分とはいえない場合も
多い。これらを改善すれば、利用者に対してより
良いサービスが提供されると考えられる。
　福祉サービスは対人援助であり、利用者を中心
に多職種間連携が重要であると考えられる。しか
し、各専門職の教育の背景が異なることで、認識
の相違も生じることがある。事業所内外の人間関
係や利用者との関係など、対人援助従事者に対す
る精神的ストレスや身体的ストレスは大きいと考
えられる。その結果、対人援助職のバーンアウト
などをもたらし、結果として利用者に対するサー
ビスの質を低下させる可能性が高まる。
　本研究では、事業所勤務者のストレス状態を把
握することができなかったが、福祉サービス従事
者のおかれている環境についても今後は精査する
必要があり、今後の課題であると考える。
　尚、本研究は山梨県立大学地域研究交流セン
ター 2007年度 研究助成を受けた。ここに感謝の意
を記します。
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「児童養護施設における家庭支援に関する研
究」
家庭支援専門相談員の役割確立と専門性形成
の過程
日本社会事業大学大学院社会福祉学研究科
博士後期課程　加　藤　　　純
１．はじめに
　児童養護施設において保護者や家族を支援する
必要があるという主張は早くは1960年代には聞か
れた（全国養護施設協議会，2006，p.19）。1970年
代には、先駆的な児童養護施設が独自にケース
ワーカーを配置する動きが見られた（上利，1995，
p.76）。
　しかし、多くの児童養護施設では、面会や帰泊
など家族と子どもが交流する機会は作られていた
が、1980年代になっても、「たんなる自然の成り行
きにまかせた関係づくりから、積極的に家族問題
を意識化した指導は、いまだ十分とはいえない」
（村岡，1987，7 頁）状況が続いていた。
　児童養護施設における家族支援が具体化したの
は、1990年代に児童虐待への関心が高まってから
である。虐待に関心が高まった当初は子どもを保
護するための対策が強化された。90年代半ばから、
子どもと家族が関係を再構築できるように支援す
る必要が指摘されるようになった。1995年、厚生
省からの通知により「養護施設入所児童早期家庭
復帰促進事業」が始められ、ベテラン児童指導員
が家族支援の役割を担うことが期待された。家族
への支援を専門に担う職員は、1999年、まず乳児
院に配置され、名称は家庭支援専門相談員とされ
た。家庭支援専門相談員の児童養護施設への配置
は 2004 年度に始まった。
　家庭支援専門相談員の業務としては、早期家庭
復帰のための保護者支援、里親委託促進のための
業務、育児不安解消のため地域家庭への支援、施
設内職員への助言指導、児童相談所との連絡調整
などが通知に記載されているが、業務の進め方に
ついて詳細には規定されていない。
